
平成 29 年 3 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,538 円 2,460 円

3,538 円 2,421 円

3,538 円 2,395 円

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成15年度
（13年経過）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事 業 名 ： 農業集落排水事業

剣淵町下水道事業（農業集落排水）経営戦略

団 体 名 ： 剣淵町

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

非適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 30.86人/ha（H27末）
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
無し

処 理 区 数
　本町の下水道事業は、特定環境保全公共下水道事業として1処理区のほか、農業集落排水事業で1処理
区の計2処理区を有している。

処 理 場 数
　本町の処理場数は、特定環境保全公共下水道事業の処理場が1箇所、農業集落排水事業の処理場が1箇
所の計2箇所となっている。

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　最適化は、本町の汚水処理については北海道が策定した都道府県汚水処理構想「全道みな下水道構想
Ⅲ」に則った整備を実施しているため、現時点において最適化を図ったものとなっている。
　広域化、共同化については実施されていない。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

　本町の下水道使用料は、平成28年4月に改訂を行い、以下の料金体系となっている。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０  あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０  あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０ あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０ を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

（内税）

基本水量 料金

家庭用 8ｍ
3
まで 1,270円 189円

営業用 15ｍ
3
まで 2,982円 189円

団体用 12ｍ
3
まで 2,372円 189円

学校用 60ｍ3まで 11,896円 189円

浴場用 300ｍ
3
まで 20,380円 189円

福祉施設 500ｍ
3
まで 32,182円 189円

基本料金（1か月につき） 超過料金

（1ｍ
3
につき）

種別
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

　本町の下水道事業（農業集落排水）は、小規模であるため未利用土
地・施設の活用等は見込まれない。

事 業 運 営 組 織

　本町の下水道事業（農業集落排水）は、事業当初から建設課で所管されている。
　建設課では、上下水道事業を所管する上下水道グループと道路、橋梁、河川、排水路及び町営住宅等に
関する業務を行う土木建築グループがあり、下水道事業（農業集落排水）の維持管理・運営については、上
下水道グループ内は元より、土木建築グループと連携して効率的な管理を実施している。

職 員 数

２人

損益勘定部門（総務・管理）：１人
資本勘定部門：１人

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業（農業集落排水）の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業（農業集落排水）の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　本町では事業規模が小さく新たな整備を有していないため、包括的
民間委託を行う内容の業務は現段階では無い。
　処理場の日常運転管理や管路等の定期清掃や下水道管の詰まりな
どの緊急時対応の際には、その都度民間委託により対応を図ってい
る。

 イ　指定管理者制度
　下水道事業（農業集落排水）は、住民生活に直結する事業であり、
指定管理者制度を利用した民間の管理・運営にはなじまないものと考
えて、本町では検討していない。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
　本町では、大規模な新規整備や改築更新事業は無く、PPP・PFIに該
当するような事業は現段階では無い。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

　本町の下水道事業（農業集落排水）は、小規模であり処理水量や汚
泥量が少ないため、本町単独でのエネルギー利用は採算が取れる技
術は現段階ではない。
　また、下水熱については、下水道管路施設からの下水熱利用が考え
られるが、本町に布設された下水道管の管径は小さいため、現在の技
術では下水熱利用は困難であるため未実施となっている。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　本町下水道事業（農業集落排水事業）については、表①「収益的収支比率」でわかるように単年度収支は赤字となっているが、平成２７年
度については、設備の突発的な故障に伴う修繕により収支比率は下がっている。今後はより一層維持管理を適切に行うことにより、経営改善
を図っていく。
　表④「企業債残高対事業規模比率」については、農業集落排水事業開始当初に借り入れした起債の償還が徐々に終了年度を迎えている
ことから数値としては減少傾向である。
　表⑤「経費回収率」については、平成２３年度以降料金改定の実施をしていなく、また設備の改修も行ってきたことから平成２５年度までは
低い値で推移していたが、平成２６年度については、改修も終わり類似団体並みとなった。しかし、平成２７年度は設備の突発的な故障の修
繕及び料金収入が減少したことにより数値は下がっている。今後は、より一層高い回収率を目指し、料金の改定について検討が必要であ
る。
　表⑥「汚水処理原価」については、有収率が96.02％と高いが平成２５年度までは、改修等維持管理に経費がかかっていたため、類似団体
より高くなっているが、平成２６年度からは類似団体より低い数値となっている。
　表⑦⑧の「施設利用率」「水洗化率」については、類似団体より高い値ではあるが、状況の把握と効率的な汚水処理を継続するよう勤めな
ければならない。
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２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　本町の下水道事業（農業集落排水）は、平成15年度に概ね整備が完了し、現在の整備率は約100％である。
　今後は、供用開始から13年が経過していることから、処理場施設の機械・電気設備の改築更新事業がメインとなる。
　計画期間中は、以下の投資を見込むものとする。

　（1）設計・調査
　　設計・調査として、H35に機能強化調査・最適化構想の策定、H36・37に更新工事の詳細設計等を見込む。
　　計画期間（H29～H38）の10年間で約7,000千円を見込む。
　（2）処理場施設の改築更新
　　処理場施設の改築更新事業として、老朽化した機械・電気設備について、機能強化調査に従い実施する。
　　計画期間（H29～H38）の10年間で約20,000千円を見込む。

　本町の下水道事業（農業集落排水）の財源としては、下水道使用料収入、建設改良に伴う国庫補助金及び起債、一般会計繰入金及び資
本費平準化債を見込む。

　（1）下水道使用料
　　下水道使用料は、現行の料金体系として、人口減少を見込み算出した。
　　計画期間中（H29～H38）の10年間で約26,721千円を見込む。
　（2）国庫補助金
　　国庫補助金は、現行の補助率が将来も継続するものとして、建設改良費に対する率を乗じて算出した。
　　計画期間中（H29～H38）の10年間で約13,500千円を見込む。
　（3）起債
　　起債は、現行の充当率が将来も継続するものとして、建設改良費に対する率を乗じて算出した。
　　計画期間中（H29～H38）の10年間で約13,500千円を見込む。
　（4）一般会計繰入金
　　一般会計繰入金は、H28の総務省通知の繰出基準を見込むほか、単年度の再収支が均衡するように基準外を繰り入れる。
　　計画期間中（H29～H38）の10年間で約44,438千円を見込む。

　本町の下水道事業（農業集落排水）の投資以外の経費としては、維持管理費を見込む。

　（1）処理場施設の維持管理費
　　　計画期間中（H29～H38）の10年間で約54,204千円を見込む。
　（3）その他維持管理費
　　　計画期間中（H29～H38）の10年間で約8,300千円を見込む。

　本町の下水道事業（農業集落排水）における経営の基本方針は、公営企業であることを鑑み、「地方財政法第6条」や「地方財政法施行令
第46条」に示されている経営の原則に則ることを基本とし、本町の下水道事業（農業集落排水）が建設から維持管理及び改築更新事業へ移
行していることを鑑み、以下のとおりとする。

【経営の基本方針】
　①　効率的な改築更新を実施するための、将来の事業量を設定する。
　②　維持管理実績を踏まえた効率的な維持管理費を設定する。
　③　経費負担を明確化し、独立採算制を目指した経営とする。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

投資の平準化に関する事項
　ストックマネジメント計画の策定を行い、リスクとサービスレベルを考慮した投資計画を
検討し、投資の平準化を図るものとする。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　事業の規模や今後の事業量等を考慮すると、本町単独での民間活力の活用について
は困難であるため、近隣市町村との共同化の検討と併せて検討を行うものとする。

広域化・共同化・最適化に関する事項

　広域化・共同化については近隣市町村との連携が必要であるため、必要に応じて検討
を実施する。最適化については、北海道が策定した都道府県汚水処理構想の「全道み
な下水道構想Ⅲ」に準じた整備を行っており、見直し等が有った場合には速やかに対応
する。

その他の取組
　本町の下水道事業（農業集落排水）の整備は、概ね完了しており、今後は改築更新が
発生する見込みであり、ストックマネジメント/アセットマネジメント計画等を踏まえて、適切
に改築更新を行うものとする。

使用料の見直しに関する事項
　本町では、定期的に下水道使用料の検討を行っており、必要に応じて改定を実施して
いるため、これまでどおりの対応を行うものとする。

資産活用による収入増加
の取組について

　本町の下水道事業（農業集落排水）では、活用可能な資産を有していないため、将来
においても資産活用による収入増加は見込まない。

その他の取組
　実質収支が赤字になるなど、財源が収支計画どおり確保できない場合には、資本費平
準化債等の活用について検討する。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　事業の規模や今後の事業量等を考慮すると、本町単独での民間活力の活用について
は困難であるため、近隣市町村との共同化の検討と併せて検討を行うものとする。

職員給与費に関する事項
　現在は、町長部局内に組織があり、町全体での職員給与に関する事項を検討した結果
を反映するものとしている。

動力費に関する事項
　近年の電力料金の動向を踏まえて設定（年2％の上昇）をしているが、設定値を大幅に
上回る場合には、収支計画を見直すものとする。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　原則として、毎年度の決算終了後に確認（実質収支）を行い、中間年度（平成33年度）には将来
の見通しについても、大きく変更がないかを検証して、計画から大幅に乖離が見られた場合には速
やかに計画の見直しを実施する。
　また、計画期間中に地方公営企業法を適用した際には、会計方式が変更となるため、速やかに
見直しを行うものとする。

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項
　ストックマネジメント計画の策定を行い、ライフサイクルコストの最小化による対応（修繕・
改築）を実施する。

委託費に関する事項
　委託費は、処理場の運転・維持管理を年間委託しており、処理規模に変更がないた
め、近年実績を考慮して同程度を見込むものとする。

その他の取組
　改築・更新において、設備等を取り替える際には省エネ機器を導入して、経費の削減
に取り組むものとする。

　薬品費は、維持管理の年間業務委託に含まれているため、薬品費として計上していな
い。
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